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設定・運用は

投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、
運用成果（損益）はすべて投資者の皆様のものとなります。
投資元本および利回りが保証された商品ではありません。

ニッセイ
欧州株式厳選ファンド
フルインベストメントコース／
リスクコントロールコース
追加型投信／海外／株式

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

商 号 等

加入協会

：

：

大和証券株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長(金商)第108号
日本証券業協会、一般社団法人資産運用業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、
一般社団法人第二種金融商品取引業協会、一般社団法人日本STO協会
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「R&Iファンド大賞」は、R&Iが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報(ただし、その正確性及び完全性につきR&Iが保証するものではありません)の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保
有を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関する内閣府令第299条第1項第28号に規定されるその他業務(信用格付業以外の業務であ
り、かつ、関連業務以外の業務)です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はR&Iに帰属して
おり、無断複製・転載等を禁じます。
「R&Iファンド大賞2025」の評価基準日は2025年3月31日です。「投資信託部門」は過去3年間を選考期間とし、シャープレシオによるランキングに基づき、最大ドローダウン、償還予定日までの期間、残高
の規模等を加味したうえで選出しています。

最優秀ファンド賞を受賞

 ニッセイ欧州株式厳選ファンド フルインベストメントコースは、近年の良好な運用実績が評価され、以下の最優秀ファンド
賞を受賞いたしました。

第三者機関の評価について:当該評価は過去の一定期間の実績を分析したものであり、特定商品の購入、売却、保有を推奨、又は将来の運用成果等を保証するものではありません。当受賞に関する著作権等の知的財産権
その他一切の権利は第三者機関に帰属しており、無断複製・転載等を禁じられています。

「R＆Iファンド大賞2025」投資信託／欧州株式 部門

最優秀ファンド賞 受賞
ニッセイ欧州株式厳選ファンド フルインベストメントコース
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ニッセイ欧州株式厳選ファンドのポイント

11

株株価価上上昇昇がが見見込込ままれれるる銘銘柄柄にに厳厳選選投投資資

22つつののココーーススかからら選選択択可可能能

フフルルイインンベベスストトメメンントトココーースス

市場動向にかかわらず、
実質的な株式の組入比率は

高位を維持。

利下げによる景気刺激をうけた欧州の景気拡大、堅調な企業業績により上昇が期待される欧州株式。

リリススククココンントトロローールルココーースス
株価指数先物取引の活用等により、市場動向に応じて、

実質的な株式の組入比率を
0～100％の範囲内でコントロール。

原則として高位を維持

実
質
的
な

株
式
の
組
入
比
率

高位に引上げ

実
質
的
な

株
式
の
組
入
比
率

低位に引下げ
(0％とする場合もある)

高位に引上げ

欧州株式市場が
上昇すると判断する場合 欧州株式市場が

下落すると
判断する場合

市場動向

＜各コースのイメージ＞

市場動向

欧州株式市場が
上昇すると判断する場合

上上昇昇がが期期待待さされれるる今今後後のの欧欧州州株株式式

企業の経営効率に着目、企業規模等を問わず、銘柄を選択。
当ファンドでは徹底した調査分析に基づき、今後の株価上昇に対する確信度の高い銘柄に厳選して投資。

＜＜収収益益のの源源泉泉＞＞
銘柄選択 市場の変動

厳厳選選投投資資にによよるる効効果果 影影響響をを受受けけるる

銘柄選択 市場の変動

厳厳選選投投資資にによよるる効効果果 影影響響ををココンントトロローールル

22

33
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 欧州経済はコロナ禍後のサプライチェーンの混乱やウクライナ情勢の悪化などによるインフレに悩まされてきましたが、
消費者物価上昇率は2023年3月をピークに低下基調となっており、インフレは抑制されています。

 ECB(欧州中央銀行)は2025年6月まで利下げを継続しました。また、ドイツが打ち出した財政拡張策などにより、株価
の上昇が期待されます。

上昇が期待される今後の欧州株式：利下げなどによる景気拡大

政策金利の推移消費者物価指数(前年同月比)の推移

データ期間:実績は2020年12月31日～2026年1月31日(日次)、予想値は2026年2月から
2026年12月までの各金融政策決定会合の終了時点
出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
米国:FFレート誘導目標(レンジ中央値)、欧州:ECB預金ファシリティ金利、日本:無担保コール
翌日物誘導目標(2024年3月18日以前は日銀当座預金政策金利)
予想値は2026年1月末時点の金利先物市場が織り込んでいる予想水準

出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
食品・エネルギー除く
米国のデータは一部、欠落しています。

EECCBBはは22002244年年66月月
にに利利下下げげをを開開始始

米米国国

欧欧州州

日日本本

(年/月) (年/月)

(%)データ期間：2020年12月～2026年1月(月次) データ期間：2020年12月末～2026年12月末(%)

当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。
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欧欧州州株株式式 米米国国株株式式 日日本本株株式式
実績配当利回り 22..9900%% 1.13% 1.93%

実績PBR(倍) 22..5500 5.62 1.95
予想PER(倍) 1177..5566 26.47 19.10
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米国株式
日本株式
欧州株式

株価の推移

出所)FactSetのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
2016年1月末を100として指数化(現地通貨ベース)
欧州株式:MSCI Europe､米国株式:MSCI USA､日本株式: MSCI JAPAN

各種バリュエーション指標等

欧州株式 2026年1月末現在と過去10年間の平均値の比較

出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
PBR､PERの平均は､2016年1月末～2026年1月末の月次データの平均

2026年1月末

 株価の推移をみると、欧州株式は日米株式に比べ相対的に出遅れていることが確認されます。
 PBR(株価純資産倍率)は米国、PER(株価収益率)は日米と比較して欧州が割安であることを示唆しています。

上昇が期待される今後の欧州株式：米国・日本との比較

PBR(株価純資産倍率) PER(株価収益率)

データ期間：2016年1月末～2026年1月末(月次)

（年/月）

(倍) (倍)
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予想EPS（右軸）

欧州株式 EPS(1株当り純利益)の推移 欧州株式 株価と企業業績の推移

出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
欧州株式:MSCI Europe､予想EPSは2026年3月現在のブルームバーグ集計値。

2026年

2028年
2027年

データ期間:2016年1月末～2026年1月末(月次)
株価は現地通貨ベース、2016年1月末を100として指数化
出所) FactSet 、ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
欧州株式:MSCI Europe､予想EPSは2026年3月現在のブルームバーグ集計値。

上昇が期待される今後の欧州株式：堅調な企業業績

 貿易面で繋がりの深い中国の景気減速やウクライナ情勢の悪化などの地政学的リスクの高まりなどの懸念材料が多い中で
も、堅調な企業業績の拡大とともに今後の株価上昇が期待されます。

(年)

予想値

(年/月)

(ユーロ) (ユーロ)
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 ROE(Return On Equityの略称)は、当期利益を自己資本(株主資本)で割って
算出。

  『株主が投下した資本に対して、どれだけの利益を上げているか？』を示す。
  ROEは企業の効率性を示す3つの要素、「資本効率」・「資産効率」・「利

益率」に分解できる。
 高水準のROEを安定的に確保できる企業は、株主価値の増加の観点から投資

魅力度が高いと判断される。
 経営効率を総合的にはかる指標ROEは、外国人投資家にも重視されている。

ROE ＝＝ 当当期期利利益益
自自己己資資本本((株株主主資資本本))

売上高に対してどれだ
け利益が生み出されて
いるかを示す。

総資産が売上高に対し
て有効に活用されてい
るかを示す。

自己資本に対する総資
産額(自己資本＋負債)
の倍率。負債の活用度
合いを示す。

利利益益率率
((売売上上高高当当期期利利益益率率))

資資本本効効率率
((財財務務レレババレレッッジジ))

＝ 総総資資産産額額

自自己己資資本本
売売上上高高

総総資資産産額額 売売上上高高
当当期期利利益益

×× ××ROE

11 資資産産効効率率
((総総資資産産回回転転率率))

22 33

 当ファンドでは企業の経営効率に着目、企業規模等を問わず、今後の株価上昇に対する確信度の高い銘柄に厳選して投資
します。

 表面上の財務データを分析するだけでは適切な投資判断を下すことは困難です。当ファンドでは経営層とのミーティング
等を通じて徹底した調査・分析を実施、投資銘柄を厳選します。

企業の経営効率を総合的にはかる指標
 ROE(自己資本利益率) 

投投資資ユユニニババーースス((約約440000銘銘柄柄))

ポポーートトフフォォリリオオ
約約4400～～6600銘銘柄柄

欧欧州州のの上上場場銘銘柄柄((約約44,,000000銘銘柄柄))

株価上昇が見込まれる銘柄に厳選投資：徹底した調査・分析

ポポーートトフフォォリリオオ構構築築ププロロセセスス

・上記プロセスは、今後変更となる場合があります。

① 投資不適格銘柄の排除 
流動性の低い銘柄、信用リスクの高い銘柄を排除

② 経営効率の観点から投資候補銘柄を抽出
ROE等からみて、経営効率の高い銘柄を抽出

③ 情報収集、分析、意見のすり合わせ

④ バリュエーション評価
適正株価を算出し、市場価格との乖離を確認

⑤ 投資銘柄・ウェイトの決定
業種配分、リスクコントロールの観
点から組入銘柄・投資ウェイトを決定
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出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
EPS予想値は2026年3月現在のブルームバーグ集計値
業種はGICS分類(セクター)によるものです。なお、GICSに関する知的財産所有権はS&PおよびMSCI Inc.に帰属します。
上記はマザーファンドの2026年1月時点の組入銘柄を示したものです。特定の銘柄を推奨するものではありません。

(ポンド)

 出版会社および情報提供社を保有するメディア持株会社。世界最大手として科学・医学・法律関連情報の製品および
サービスを専門職を対象に提供しています。

運用担当者が注目するポイント

 世界180カ国以上で事業を展開、約40カ国に事業所を保有しています。
 法務業務の効率化を図るために開発されたAIソリューションが、世界
各国の大手法律事務所の収益増加に貢献。

 売上の50%以上が長期契約のサブスクリプション(定額課金)で構成さ
れていることから、安定成長が期待されます。

(年/月)

データ期間:2021年1月29日～2026年1月30日(日次)(ユーロ)

株株価価のの推推移移
2025年
12月期

EEPPSS((11株株当当りり純純利利益益))のの推推移移

RROOEEのの推推移移

2027年
12月期

2023年
12月期

2026年
12月期

2024年
12月期

2025年
12月期

2021年
12月期

2024年
12月期

2023年
12月期

2022年
12月期

(%)

レレレレッッククスス

資資本本財財・・ササーービビススセセククタターー平平均均

予想値

株価上昇が見込まれる銘柄に厳選投資：①レレックス
(イギリス／資本財・サービス)
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EEPPSS((11株株当当りり純純利利益益))のの推推移移

RROOEEのの推推移移

 高級スポーツ車の設計・製造を手掛ける自動車メーカー。スポーツ車のほかにも、金融サービスやアパレル、アクセサリー
などの提供も行い、世界各国で製品を販売しています。

運用担当者が注目するポイント

 高いブランドイメージを持つ一方、原則として大量生産を行わないこ
とを経営哲学としているため、圧倒的なバックオーダー水準※を維持
しており、安定した売上に直結しています。
※供給数量が需要数量に応じきれずに発生する注文残数

 足もとのROEは40％を超えるなど非常に高い収益率。
 少量生産であることから設備投資を厳しい財務規律で管理できるため、
過剰投資をしない経営を徹底しています。

(ユーロ)

(ユーロ)

(%)

フフェェララーーリリ

一一般般消消費費財財・・ササーービビススセセククタターー平平均均

予想値

株価上昇が見込まれる銘柄に厳選投資：②フェラーリ
(イタリア／一般消費財・サービス)

出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
EPS予想値は2026年3月現在のブルームバーグ集計値
業種はGICS分類(セクター)によるものです。なお、GICSに関する知的財産所有権はS&PおよびMSCI Inc.に帰属します。
上記はマザーファンドの2026年1月時点の組入銘柄を示したものです。特定の銘柄を推奨するものではありません。

(年/月)

データ期間:2021年1月29日～2026年1月30日(日次)

株株価価のの推推移移

2025年
12月期

2021年
12月期

2024年
12月期

2023年
12月期

2022年
12月期

2025年
12月期

2027年
12月期

2023年
12月期

2026年
12月期

2024年
12月期
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【局面別 投資行動】

上記は市場動向とリスクコントロールコースのイメージを示したものです。市場動向や株式組入比率等は仮定の数値を用いており、実際のファンドの投資行動ではありません。
組入比率の変動がパフォーマンスの低下要因となる場合もあります。また、ファンドが保有する株式と株価指数先物は値動きが異なるため、実質的な株式の組入比率を引下げた
場合でも、基準価額の変動リスクが低減されない場合があります。当ファンドの運用成果を示唆、保証するものではありません。

市市場場動動向向ととリリススククココンントトロローールルココーーススののイイメメーージジ

欧州株式市場の
推移

欧州株式市場の推移(左軸)

欧州株式市場の
一定期間のリターン(右軸)

【実質的な株式組入比率】

①①打打診診的的にに先先物物をを3300％％売売建建てて

 『リスクコントロールコース』では、株価指数先物取引の活用等により“実質的”な株式の組入比率をコントロール、株式市場
下落時の影響を低減しパフォーマンスの向上をめざします。なお、実際のファンドの運用にあたっては、株価水準の変動等につ
いての定量分析をベースに、運用担当者による定性判断を加え、大胆かつ機動的に組入比率をコントロールします。

『『リリススククココンントトロローールルココーースス』』のの収収益益のの源源泉泉はは、、““組組入入比比率率ののココンントトロローールル””とと““厳厳選選投投資資にによよるる銘銘柄柄選選択択効効果果””！！

局面別投資行動の例 ～「下落初期ゾーン」の場合

“実質的”な株式組入比率 70％先物売建て比率
30％

③③売売らられれ過過ぎぎとと判判断断しし、、先先物物をを買買戻戻すす
売られ過ぎゾーン:実質的な株式組入比率100％

下落初期ゾーン:実質的な株式組入比率70％

実質的な株式組入比率100％

②②更更ななるる下下落落をを見見込込みみ 先先物物をを110000％％売売建建てて

本格下落ゾーン:実質的な株式組入比率0％①打診的に
先物30％売建て

②更なる下落を見込み、
先物100％売建て

③売られ過ぎと判断し、
先物買戻し

打診的に先物30％売建て後、
株価上昇に伴い買戻し

現物株式の組入比率 100％

株式市場の下落が懸念される場合、打診的に先物を売建て“実質的”な株式の組入比率を引き下げ、本格的に下落すると判断すれば、“実質的”
な株式の組入比率を0％とします。尚、売られ過ぎと判断すれば、下落の最中にあっても、株価の反発に備え組入比率を引き上げます。

組入比率をコントロール：下落時の影響を低減
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組組入入比比率率（（右右軸軸））

12,000
11,000

14,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

時点0 時点1 時点2 時点3

株株価価（（左左軸軸））

12,000 11,500

14,636

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

時点0 時点1 時点2 時点3

0%

50%

100%

150%
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250%
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組組入入比比率率（（右右軸軸））

12,000
11,000

14,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

時点0 時点1 時点2 時点3

株価（左軸）

組入比率を常に100％としていた場合

＜＜株株価価とと株株式式組組入入比比率率のの推推移移＞＞

20％株価騰落率(ａ) －8.3％ 27.3％

100％組入比率(ｂ) 100％ 100％

20％ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽへの影響
(ａ×ｂ)

－8.3％ 27.3％

＜＜パパフフォォーーママンンススのの推推移移＞＞

4400％％
上上昇昇

4400％％
上上昇昇

下落時に組入比率を引下げ、上昇時に組入比率を引上げていた場合

＜＜株株価価とと株株式式組組入入比比率率のの推推移移＞＞

20％株価騰落率(ａ) －8.3％ 27.3％

100％組入比率(ｂ) 5500％％ 100％

20％ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽへの影響
(ａ×ｂ)

－－44..22％％ 27.3％

＜＜パパフフォォーーママンンススのの推推移移＞＞

4400％％
上上昇昇

14,636

4466％％
上上昇昇

2277..33％％
上上昇昇

2277..33％％
上上昇昇

上上昇昇幅幅
33,,000000円円

上上昇昇幅幅
33,,113366円円

下下落落時時のの影影響響をを低低減減ででききれればば、、
そそのの後後のの““上上昇昇率率””はは同同じじででもも、、““上上昇昇幅幅””はは大大ききいい。。

上記は仮定の数値を用いて、組入比率の違いがパフォーマンスの違いを生じることを示したものです。なおキャッシュ保有のリターンは0％、パフォーマンスの推移は時点0を10,000円としています。
当ファンドの運用成果を示唆、保証するものではありません。組入比率の変動がパフォーマンスの低下要因となる場合もあります。

 以下は簡便な例ですが、組入比率を適切にコントロールすることができれば、パフォーマンスの向上が期待されます。

組入比率をコントロール：パフォーマンス向上が期待される
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ユーロ 65.9%
イギリスポンド

9.1%

スイスフラン 8.0%

スウェーデンクローナ

5.9%

日本円 3.8%

アメリカドル 3.6% デンマーククローネ

3.5%

ノルウェークローネ

0.2%

トルコリラ 0.1%

イタリア

17.0% フランス

16.0%
イギリス

14.9%
ドイツ

14.0%スペイン

10.6%

スイス8.6%

オランダ

6.7%

スウェーデン

6.3%

デンマーク

3.7%

その他

2.2%

金融

30.5%

一般消費財・サービス

19.0%
資本財・サービス

17.6%

情報技術

10.5%

ヘルスケア6.6%

素材

5.2%

公益事業

4.2%

コミュニケーション・サービス

4.2% 生活必需品

2.3%

※対純資産総額比
※四捨五入の関係で、上記グラフの合計が100%にならない場合があります。

国国・・地地域域別別組組入入比比率率 業業種種別別組組入入比比率率

マザーファンドの組入比率 (2026年1月末現在)

通通貨貨別別組組入入比比率率

※対組入株式等評価額比
※国・地域はニッセイアセットマネジメントの分類によるものです。以下同じです。
※四捨五入の関係で、上記グラフの合計が100%にならない場合があります。

※対組入株式等評価額比
※業種はＧＩＣＳ分類(セクター)によるものです。なお、ＧＩＣＳに関する知的財産

 所有権はＳ＆ＰおよびＭＳＣＩＩｎｃ.に帰属します。以下同じです。
※四捨五入の関係で、上記グラフの合計が100%にならない場合があります。
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銘柄 国・地域 業種 比率 銘柄解説

1 バンカ・ジェネラーリ イタリア 金融 5.8%
イタリアの投資会社。金融アドバイザー、プライベート・バンカー、取引先関係担当者の
ネットワークを通じて、富裕層の個人顧客にサービスを提供する。

2 ＡＳＭＬホールディング オランダ 情報技術 5.0% 世界をリードする半導体露光装置メーカー。

3 アトラスコプコ スウェーデン 資本財・サービス 4.6%
180ヶ国以上へ事業展開する世界規模の産業機械企業メーカー。事業エリアは、コンプレッ
サー、産業機器、土木鉱山機械、建設機械の４分野。

4 ナットウエスト・グループ イギリス 金融 4.6% イギリスやアイルランド、スコットランドを中心に銀行・金融サービスを提供する。

5
ＬＶＭＨモエヘネシー・ルイ
ヴィトン

フランス 一般消費財・サービス 4.5%
ルイ・ヴィトンやクリスチャン・ディオールなど70以上のブランドを抱え、ファッション
から化粧品、シャンパンなど世界の高級ブランド市場をリードする。

6 ＨＳＢＣホールディングス イギリス 金融 4.0% イギリスを代表する世界有数の金融グループ。

7 ロシュ・ホールディング スイス ヘルスケア 3.8%
1896年に設立されたスイスの世界的な製薬・ヘルスケア企業。心血管疾患、伝染病、自己
免疫疾患などの疾病を対象とする処方薬を開発、製造する。

8 インディテックス スペイン 一般消費財・サービス 3.7% ZARAをはじめとした8つのブランドを展開する世界最大級のファッション小売グループ。

9 シーメンス・エナジー ドイツ 資本財・サービス 3.3%
世界有数のエネルギー技術企業。発電、発熱、送電から貯蔵に至るまで、エネルギーバ
リューチェーン(価値連鎖)のほぼ全体をカバーする。

10 フェラーリ イタリア 一般消費財・サービス 3.2% 高級スポーツ車の設計・製造を手掛ける。

マザーファンドの組入銘柄 (2026年1月末現在)

組入上位10銘柄 (組入銘柄数:38)

※対組入株式等評価額比



13当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

0

50

100

150

200

250

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000
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株式組入比率(右軸)
税引前分配金再投資基準価額(左軸)
基準価額(左軸)

第21期 第22期 第23期

2025年1月 2025年7月 2026年1月

400円 300円 500円 3,200円

設定来累計
第21期 第22期 第23期

2025年1月 2025年7月 2026年1月

800円 600円 800円 8,400円

設定来累計
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20,000

25,000

30,000

2014/7 2017/7 2020/7 2023/7

税引前分配金再投資基準価額

基準価額

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。基準価額は信託報酬控除後、1万口当りの値です。税引前分配金再投資基準価額は分配金(税引前)を
再投資したものとして計算しております。運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、
基準価額が下がる要因となります。収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります(個人受益者の場合)。

ニニッッセセイイ欧欧州州株株式式厳厳選選フファァンンドド フフルルイインンベベスストトメメンントトココーースス ニニッッセセイイ欧欧州州株株式式厳厳選選フファァンンドド リリススククココンントトロローールルココーースス
基準価額の推移 基準価額、株式組入比率の推移

(円)(円)

(％)

運用実績 (2026年1月末現在) 

分配金実績(1万口当り、税引前)

データ期間:2014年7月17日＜設定日＞～2026年1月30日(日次)データ期間:2014年7月17日＜設定日＞～2026年1月30日(日次)

分配金実績(1万口当り、税引前)

※株式組入比率は、対純資産総額比です。
(年/月)(年/月)
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欧欧州州各各国国のの株株式式のの中中かからら、、株株価価上上昇昇がが期期待待さされれるる銘銘柄柄にに厳厳選選ししてて投投資資をを行行いいまますす。。

「「フフルルイインンベベスストトメメンントトココーースス」」とと「「リリススククココンントトロローールルココーースス」」、、22つつののココーーススかからら選選択択いいたただだけけまますす。。

「フルインベストメントコース」と「リスクコントロールコース」との間でスイッチング(乗換え)※を行うことができます。
※スイッチング(乗換え)とは、保有しているファンドの換金と同時に乗換えるファンドを購入する取引です。

実
質
的
な

株
式
の
組
入
比
率

リリススククココンントトロローールルココーースス

欧州株式市場が
下落すると判断する場合

低位に引下げ

欧州株式市場が
上昇すると判断する場合

高位に引上げ

フフルルイインンベベスストトメメンントトココーースス

原則として高位を維持

＜イメージ＞

外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジ※は行いません。
※ 為替ヘッジとは、為替変動による資産価値の変動を回避する取引のことをいいます。

基準価額は、為替変動の影響を直接的に受けます。

ファンドの特色 

11

22

リリススクク
ココンントトロローールル

ココーースス

フフルルイインンベベスストト
メメンントトココーースス  原則として、実質的な株式の組入比率は高位を保ちます。

 株価指数先物取引の活用等により、実質的な株式の組入比率を0～100％の範囲内でコントロールします。

 欧州株式市場が下落すると判断する場合は実質的な株式の組入比率を引き下げ、欧州株式市場が上昇すると判断する場合は
実質的な株式の組入比率を引き上げます。

組入比率の変動がパフォーマンスの低下要因となる場合もあります。また、ファンドが保有する株式と株価指数先物は値動きが異なるため、実質的な株式の
組入比率を引き下げた場合でも、基準価額の変動リスクが低減されない場合があります。

！！

※資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
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フファァンンドドのの仕仕組組みみ  

 ファンドは「ファミリーファンド方式」で運用を行います。ファミリーファンド方式とは、投資者からの資金をまとめてベ
ビーファンドとし、その資金をマザーファンドに投資して、その実質的な運用をマザーファンドにて行う仕組みです。

マザーファンドに投資する他のベビーファンドの追加設定・解約等にともない、ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。



16当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

基準価額の変動要因
ファンド(マザーファンドを含みます)は、値動きのある有価証券等(外貨建資産には為替変動リスクもあります)に投資しま
すので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

フファァンンドドはは、、預預貯貯金金ととはは異異ななりり、、投投資資元元本本おおよよびび利利回回りりのの保保証証ははあありりまませせんん。。運運用用成成果果((損損益益))ははすすべべてて投投資資者者のの皆皆様様ののもも
ののととななりりまますすののでで、、フファァンンドドののリリススククをを十十分分ににごご認認識識くくだだささいい。。

主な変動要因

株式投資リスク 株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績悪化(倒産に至る場合も含む)等により、価格が下落することが
あります。

為替変動リスク 原則として対円での為替ヘッジを行わないため、外貨建資産については、為替変動の影響を直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの
資産価値が減少します。

カントリーリスク 外国の資産に投資するため、各国の政治・経済情勢、外国為替規制、資本規制等による影響を受け、ファンドの資産価値が減少する可能性があります。

流動性リスク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格で取引が行えず、損失を被る可能性があります。

リスクコントロールに
関するリスク

＜＜リリススククココンントトロローールルココーースス＞＞
株式市場が下落すると判断する場合、ファンドは実質的な株式の組入比率を引き下げることで、基準価額の下落リスクの軽減をめざす運用を行います。このため、以
下のリスクがあります。

市場が予期しない値動きをした場合等には、当運用が効果的に機能しない可能性があり、その際には基準価額の下落リスクを軽減できない場合、
あるいは株式市場の上昇に追随できない場合があります。

当運用では主に株価指数先物取引を利用しますが、ファンドの組入株式と株価指数先物の価格変動率は一致するものではありません。このため、株式の実質組入比率
を引き下げるため株価指数先物を売り建てている際には、組入株式と株価指数先物の値動きの差がファンドの収益の源泉となる場合がある一方、損失となりファンド
の資産価値が減少する要因となる場合があります。

基基準準価価額額のの変変動動要要因因はは、、上上記記にに限限定定さされれるるももののででははあありりまませせんん。。
「「投投資資信信託託説説明明書書((交交付付目目論論見見書書))」」のの「「投投資資リリススクク」」ももごご確確認認くくだだささいい。。

※ご購入に際しては、投資信託説明書(交付目論見書)の内容を十分にお読みください。投資リスク 

●分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。
●分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益)を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算
日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

●受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、
分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

分配金に関する留意事項
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フファァンンドドのの費費用用  ((大大和和証証券券ででおお申申込込みみのの場場合合))  

お客さまが直接的に負担する費用

購入時手数料

購入時手数料の額(1万口当り)は、購入金額に応じて、購入価額に次に掲げる率を乗じて得た額とします。

※購入金額＝(申込受付日の翌営業日の基準価額／1万口)×購入口数

信託財産留保額 ありません。

スイッチング手数料 スイッチング手数料はかかりません。

(ご参考)
口数指定で購入する場合
例えば、基準価額10,000円の時に300万口ご購入いただく場合は、次のように計算します。

購入金額＝(10,000円／1万口)×300万口＝300万円
購入時手数料＝購入金額(300万円)×3.30％(税込)＝99,000円

となり、購入金額に購入時手数料を加えた合計額309万9,000円をお支払いいただくこととなります。
金額指定で購入する場合
購入金額に購入時手数料を加えた合計額が指定金額(お支払いいただく金額)となるよう購入口数を計算します。
例えば、300万円の金額指定で購入する場合、指定金額の300万円の中から購入時手数料(税込)をいただきますので、300万円全額が当該投資信託の購入金額とはなりません。

お客さまが信託財産で間接的に負担する費用
運用管理費用
(信託報酬) ファンドの純資産総額に年率1.87％(税抜1.7％)をかけた額とし、ファンドからご負担いただきます。

監査費用 ファンドの純資産総額に年率0.011％(税抜0.01%)をかけた額を上限とし、ファンドからご負担いただきます。

その他の費用・
手数料

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負担いただきます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料
率・上限額等を記載することはできません。

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。なお、「ファンドの費用」に記載の消費税等相当額を付加した各種料
率は、消費税率に応じて変更となる場合があります。
詳しくは「投資信託説明書(交付目論見書)」の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

1億円未満の場合 3.30％ (税抜3.0％）
1億円以上5億円未満の場合 1.65％ (税抜1.5％)
5億円以上10億円未満の場合 1.10％ (税抜1.0％)
10億円以上の場合 0.55％ (税抜0.5％)
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おお申申込込みみメメモモ  

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額(1万口当り)とします。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として5営業日目からお支払いします。

申込締切時間 原則として毎営業日の午後3時30分までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。ただし、申込締切時間は販売会社によって異なる場合があります
ので、詳しくは販売会社にご確認ください。

申込不可日 ロンドン証券取引所、ロンドンの銀行のいずれかの休業日と同日の場合は、購入・換金・スイッチングの申込みの受付けを行いません。

購入・換金申込受付の
中止および取消し

金融商品取引所の取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金・スイッチングの申込みの受付けを中止すること、および既
に受付けた購入・換金・スイッチングの申込みの受付けを取消すことがあります。

スイッチング
「フルインベストメントコース」と「リスクコントロールコース」との間でスイッチングが可能です。スイッチングの際には、購入時と同様に販売会社が定める購入
時手数料がかかる場合があります。また、換金時と同様に税金がかかる場合があります。
●販売会社によっては、どちらか一方のファンドのみの取扱いとなる場合やスイッチングの取扱いを行わない場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

信託期間 2045年7月20日まで(設定日：2014年7月17日)

繰上償還 各ファンドの合計した受益権口数が30億口を下回っている場合等には、委託会社はあらかじめ受益者に書面により通知する等の手続きを経て、ファンドを繰上償還さ
せることがあります。

決算日 1・7月の各20日(該当日が休業日の場合は翌営業日)

収益分配 年2回の毎決算日に、収益分配方針に基づき収益分配を行います。
各ファンドにおいて、収益分配金の支払方法にはそれぞれ「分配金再投資コース」と「分配金支払いコース」があります。

信託金の限度額 各ファンドにつき、5,000億円とします。

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にＮＩＳＡ(少額
投資非課税制度)の対象となり、いずれのファンドもＮＩＳＡの「成長投資枠(特定非課税管理勘定)」の対象となります。ただし、販売会社により取扱いが異なる場合
があります。詳しくは、販売会社にお問合せください。

委託会社 ニッセイアセットマネジメント株式会社

受託会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
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委託会社(ファンドの運用の指図を行います)
 ニッセイアセットマネジメント株式会社
 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第369号
 加入協会：一般社団法人資産運用業協会
 コールセンター：0120-762-506(9:00～17:00 土日祝日・年末年始を除く)
 ホームページ：https://www.nam.co.jp/

受託会社(ファンドの財産の保管および管理を行います)
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

当資料のお取扱いにおけるご注意
 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果(損益)はすべて投資者の皆様のものとなります。投資

元本および利回りが保証された商品ではありません。
 当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書(交付目論見書)、

契約締結前交付書面等(目論見書補完書面を含む)の内容を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。
 投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社以外の金融機関で購入さ

れた投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。
 当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動向等によっては方針通り

の運用ができない場合があります。
 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。記載内容は

資料作成時点のものであり、予告なしに変更されることがあります。
 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。
 MSCI各種指数は、MSCI Inc．が公表している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権、その他一切の権利はMSCI Inc．に帰属しま

す。また、MSCI Inc．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。
 当資料中の画像等はイメージをお伝えするものです。


